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大阪府河北ブロック福祉有償運送運営協議会会長 

 

道路運送法第７９条の２の規定による自家用有償旅客運送（福祉有償運送）の登録に係る

運営協議会における協議の基準について 

 

道路運送法及び道路運送法施行規則等における福祉有償運送に係る諸規定に照らし、大

阪府河北ブロック福祉有償運送運営協議会（以下「協議会」という。）においては、登録

に係る協議の基準について、以下のとおり取り扱うこととする。 

 

１．運送主体 

運送の主体は、道路運送法施行規則第４８条で規定する次に掲げる非営利法人等で、定

款及び会則などに当該運送を行う旨の記載があることを要する。 

・ＮＰＯ法人 

・社会福祉法人 

・医療法人 

・社団法人、財団法人 

・農業協同組合 

・消費生活協同組合 

 



 
 

・商工会議所、商工会 

・営利を目的としない権利能力なき社団 

 ・認可地縁団体 

 ・労働者協同組合 

２．運送の区域 

運送の発地又は着地のいずれかが河北ブロック内にあることを要するとともに、会員登

録を受けた者の住居する市を原則とする。ただし、ブロック内のそれ以外の市を運送の区

域とする場合は、協議会において協議する。 

 

３．収受する対価 

対価の水準としては、当該地域に適用されるタクシー運賃の約８割であること。ただし、

地域公共交通会議等において調った協議結果に基づき、約８割を超える運送の対価を設定

することも可能である。運送の対価以外の対価については、実費の範囲内であることとす

るが、具体的には、以下のとおり取り扱うものとする。 

＜運送の対価＞ 

・距離制又は時間制を基本とする 

＜運送以外の対価＞ 

・個別に協議会において協議する 

 

４．旅客の範囲 

他人の介助（付添い、見守り等）によらず移動することが困難であり、単独では公共交

通機関を利用することが困難な以下に掲げる者であって、申請者の団体においてあらかじ

め会員登録を受けた者及びその付添人と認められることを要する。 

・介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく要支援及び要介護認定を受けている

者 

・身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に基づく身体障害手帳の交付を受け

ている者 

･肢体不自由、内部障害、知的障害又は精神障害その他の障害（発達障害、自閉症、学

習障害等）を有する者 

・脳血管障害・脳炎、脳外傷等により認知機能や精神機能に障害を有する者 

・要介護認定、障害者手帳の申請中で福祉有償運送の必要があると考えられる者 

・骨折・ケガ等で治療に３ヶ月以上の期間を要し、単独では公共交通機関を利用するこ

とが困難であると医師の診断書に記載がある者 

・上記のほか、福祉有償運送の必要があると協議会で認められた者（妊婦及び乳幼児等

は除く） 

 



 
 

５．使用車両 

法人等が所有している乗車定員１１人未満の以下に掲げる自家用自動車であることを要

する。ただし、契約等により使用権原及び運送に伴う責任が法人等にあることを定めてい

る場合には、ボランティア個人の持ち込み車両でもよいものとする。ただしセダン車につ

いては下記１および２の要件を満たしたうえで、協議会において利用予定者の状況および

適切な運行管理の体制の確保、ボランティア個人の持ち込みセダン車の使用等について、

十分な検証・協議を行い判断する。 

（１）利用予定者の名簿の提出 

（２）利用予定者が「単独で公共交通機関を利用ができない理由」および「福祉車両での

移送が困難である理由」を表した理由書の提出 

 

・寝台車 

・車いす車 

・兼用者 

・回転シート車 

・セダン車 

 

６．運転者等 

（１）７５歳以下の者で自動車事故対策機構等が実施する適性診断を受診し、運転に関

し特に支障がないと認められる者であり、以下に掲げるいずれかの要件を備える者であ

ることを要する。 

・第二種運転免許を有しており、その効力が停止されていない者 

・第一種免許を有しており、その効力が２年以内において停止されていない者であっ

て、国土交通大臣が認定する講習を修了している者 

（２）セダン車を使用する場合には、上記に加え、運転者又は同乗者のいずれかが次に

掲げる要件を備えた者であることを要する。 

・介護福祉士の登録を受けていること 

・介護保険法における介護ヘルパー研修を修了していること 

・国土交通大臣が認定する講習を修了していること 

上記の者のうち、協議会で必要と認める場合は条件を付すこととする。 

（３） 運転者の追加については、追加する運転者に違反歴がなくなおかつ急務な場合

は、管轄市が協議会に代わって承認を行い、その後協議会にて追認することも可能と

する。 

 

７．損害賠償措置 

運送に使用する車両全てについて、対人８，０００万円以上及び対物２００万円以上の



 
 

任意保険若しくは共済（搭乗者傷害を対象に含むものに限る。）に加入していることを要

する。 

また、乗降介助時等の移動していない場合における事故についても、補償を受けること

ができる保険等に加入しておくことが望ましい。 

 

８．運行管理 

道路運送法施行規則第５１条の１７に規定する業務を行う運行管理の責任者を選任し、

輸送の安全及び利用者の安全確保ができる体制が整備されていることを要する。 

なお、運行管理の責任者は、１事業所の車両が５両以上となる場合には、次に掲げる者の

うちから選任されていることを確認するものとする。 

・運行管理者資格を有する者 

・運行管理者試験の受験資格を有する者 

・安全運転管理者の要件を満たす者 

 

９．整備管理 

整備管理の責任者を選任し、定期的な点検や整備の適切な実施を行う体制が整備されて

いることを要する。 

なお、整備管理の責任者は、次に掲げる者のうちから選任されていることが望ましい。 

・自動車整備士資格を有する者 

・整備管理者選任前研修を受けた者等 

 

１０．事故、苦情対応等 

事故が発生した場合の対応にかかる責任者を選任するとともに、関係先（警察、消防、

市役所等）との必要な連絡体制が整備されていることを要する。 

また、苦情等に対して、適切に対応できる体制が整備されていることを要する。 

 

１１．事業者の説明 

 運営協議会の協議において事業者の説明を求める場合は以下の場合とする。 

・新規申請 

・更新申請 

・セダン車の使用申請 

・収受する対価の変更申請 

・運転者の追加申請のうち、過去３年以内に違反歴が見られる運転者がいる場合 

・運送区域拡大の変更申請（本ブロックが新たに区域に加わる場合） 

・上記に定めるもののほか、事業者説明を求めることが望ましい場合 

 



 
 

１２．事業者が提出すべき書類 

下記の場合には、協議会開催日から直近３ヶ月以内の「運転記録証明書」（３年）を、第

１種運転免許、第２種運転免許に関わらず全ての運転者分を提出すること。また、違反歴が

ある運転者については、「『違反歴のある運転手』に係る理由書」を提出すること。 

・新規申請 

・更新申請 

・運転者の追加申請 

 

１３．その他 

上記に定めるもののほか、協議会の協議において必要と認める事項について定めること

ができるものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成１７年６月１日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成１８年７月５日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成１９年６月２９日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成２４年１月３０日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成２６年１２月１２日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成２７年１０月２４日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成２８年３月１９日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成２８年１２月２２日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成２９年７月２２日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成２９年１０月２０日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、平成２９年１２月１６日以降に提出があった案件から適用から適用するも

のとする。 

附 則 

この取扱いは、令和元年１２月２５日以降に提出があった案件から適用するものとする。 



 
 

附 則 

この取扱いは、令和４年７月１９日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、令和５年７月１８日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

附 則 

この取扱いは、令和６年３月１２日以降に提出があった案件から適用するものとする。 

 


